
構造改革特別区域計画 
 
１．構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

大阪府泉南郡岬町 
 
２．構造改革特別区域の名称 

   岬町笑顔満開給食特区 
 
３．構造改革特別区域の範囲 

   大阪府泉南郡岬町の全域 
 
４．構造改革特別区域の特性 

  (１)位置・交通・地勢 
大阪府の最南端に位置し、地形は東西 10km、南北 6km にわたり、面積 49.18

平方キロメートルで、全体の約 80％が山地である。 
東南部は和泉山脈によって和歌山県と接しており、東は阪南市と隣接してい

る。また、西北部は大阪湾に臨んで淡路島と相対している。 
本町を通る幹線道路は、国道 26 号線、第二阪和国道である。鉄道路線は南海

本線、南海多奈川線で、大阪市の都心部まで概ね 50km、鉄道で約１時間、和

歌山市の中心部までは概ね 10km、鉄道で約 20 分の距離にあり、平成６年（1994
年）には、約 20km 離れた大阪湾の沖合に関西国際空港が開港している。 
本町は、大阪湾ベイエリアの中で、きれいな海と美しい海岸線を有し、和泉

山系の豊かな緑に囲まれている。気候は四季を通じて温和で雨量の少ない瀬戸

内気候区に属し、豊かな自然に恵まれた住みよいまちである。人と自然との多

様な関わりが求められるこれからの時代にあって、通勤可能な大阪都市圏に位

置しながら、豊かな自然を享受できる暮らしの可能な地域といえる。 
(２)人口 

   本町の人口は、昭和 55(1980)年の 22,864 人をピークに減少が続いており、

平成 22(2010)年の国勢調査では 17,504 人となっている。 
国立社会保障・人口問題研究所が公表した推計(平成 25(2013)年 3 月)によれ

ば平成 52(2040)年には 10,872 人まで減少し、平成 22(2010)年からの人口減少

率は 37.9％と、30 年間で 6,000 人以上の減少になると推計されている。 
    また、その構造は年少人口が減少し、老年人口が増加する、いわゆる「少子

高齢化」の傾向を示している。年齢 3 区分別の人口は、年少人口（0～14 歳）、

生産年齢人口(15～64 歳)が減少傾向にある一方で、老年人口(65 歳以上)が増加

を続けている。今後も、老年人口は増加を続け、平成 52(2040)年には、町全体

の約 44％が 65 歳以上となる見込みである。 
今後、この状況が続き、さらに人口減少と少子高齢化が進行すれば、将来的

に地方自治体としての機能を維持することが難しくなることも想定されている。 
(３)財政状況 

本町では、昭和42年から昭和50年まで財政再建準用団体に指定されている。 
    その後、財政の健全化や行財政改革の推進により、財政再建団体に陥ること

は避けられたが、めまぐるしく変化する社会情勢や地域経済の低迷、地価の下

落などにより、本町の財政状況は、依然として非常に厳しい状況である。 



  (４)子育て支援の推進 
本町では、岬町次世代育成支援行動計画及びみさき健やか親子２１を策定し、

岬町ならではの子育て支援を推進するために「豊かな自然と地域の力に包まれ

て一人ひとりの子どもが親が輝くまちづくり」を基本理念として、子育て支援

施策の充実に努めてきた。さらに、平成 27 年 4 月から始まる子ども・子育て支

援新制度に基づき、一層子育て支援を充実していくため、前述の計画と岬町子

ども・子育て支援事業計画を一体とした「みさき子どもとおとなも輝くプラン」

を策定した。この計画では、将来の社会を創り、町の未来を担っていく子ども

たちが、一人ひとり個性を伸ばし、いきいきと夢を持って育っていけるように、

家庭、学校、地域、行政が一体となって、子どもを育み守る環境や仕組みづく

りと、今後、協力して家庭を築きたい、子どもを生み育てたいと思う男女が、

その希望を実現できるような環境づくりを進めることを目指している。 
 (５)教育・保育施設 

 本町の教育・保育施設は、町立中学校が１校、町立小学校が３校、町立幼稚

園が１校、私立認定こども園が１園、私立幼稚園が１園、町立保育所が３所あ

るが、いずれも生徒・児童数は減少傾向にある。 
    保育施設については、淡輪保育所、深日保育所、多奈川保育所において、平

日・土曜日に 7 時～19 時まで（淡輪保育所は 21 時まで）保育を実施し、核家

族化の進行や共働き世帯の増加等、多様化する保育ニーズを反映しながら保育

サービスを展開している。 
    多奈川保育所においては、児童の減少や施設の老朽化・耐震性等の問題があ

ったため、平成 24 年度から耐震工事が完了した多奈川小学校に併設し、「地域

の子どもたちはその地域で育てる」ことを念頭に、小学生や地域の方々との交

流を通じて特色ある保育を実践している。 
深日保育所においても、多奈川保育所と同様の問題があるため、平成 28 年度

開所を目途に耐震工事が完了した深日小学校への併合を進めている。 
また、少子化の影響で休止・廃止となった緑ヶ丘保育所を子育て支援センタ

ー及び保育所給食調理場として活用をしており、子育て支援の拠点としての役

割を果たすとともに、本構造改革特別区域の認定を受け、現在、淡輪保育所、

多奈川保育所に安全で安心な給食を外部搬入している。 
学校給食については、昭和４１年から学校給食共同調理場で共同調理場方式

により開始しており、平成１５年度に新築した調理場は、衛生環境、労働安全、

作業能率などの面から明るく安全で清潔なフルドライシステムで、効率的な運

営の実施により、生徒・児童に安全でおいしい給食を町立小・中学校・幼稚園

に提供している。 
    以上のように本町では、従前から次世代を担う子どもたちの健全育成を願っ

て、子育てがしやすい環境整備において、先進的な取り組みを行っている。 
 
５．構造改革特別区域計画の意義 

   少子高齢化の進展とともに核家族化の進行や共働き世帯の増加などにより、子

どもと保護者を取り巻く社会環境は大きく変化してきている。本町においても家

族構成や保護者の就労形態によって、様々な保育サービスのニーズがある。 
様々なニーズに応えていくためには、保育の質を高め、サービスを充実させる

とともに保育所を効果的・効率的かつ円滑に運営する必要がある。  
公立保育所における給食の外部搬入の実施は、施設管理費や人件費など経費面



で合理的な節減が図られ、その財源を保育サービスの向上だけではなく、子ども

の健やかな成長のための施策の充実に活用できる。 
   今回、深日保育所を加えることで、全ての公立保育所が外部搬入となり、一括

調理ができることから、より一層給食事業の効果的・効率的かつ円滑な運営が図

れるとともに保育所間の公平性が図られる。 
もって、子育て支援施策の充実と食育・地産地消の推進による地域や産業の活

性化の促進など、本町のまちづくりに寄与するものである。 
    
 
６．構造改革特別区域計画の目標 

  ①外部搬入方法の実施により、公立保育所運営のさらなる合理化を進め、多様化

する保育へのニーズに対応し、保育サービスの充実強化を図る。 
  ②衛生面や安全面に十分な配慮をするとともに、献立の評価検討を十分行うこと

により、安全、安心で年齢や発達段階に応じた給食を提供する。 
また、最近増加するアレルギー体質及び体調不良児の児童に対応するため、調

理室において除去食や代替食を用意するなど柔軟な対応をする。 
  ③保育所における食育事業で、季節に応じた野菜づくりや収穫、給食食材として

の利用など地産地消の取り組みを体験させるなど、乳幼児期から身近な食材に慣

れ親しむことにより、食への関心を持たせるとともに正しい食習慣を身につけさ

せることにより、子どもの健やかな成長に努める。 
 
７．構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

①外部搬入方式の実施により、保育所施設の維持管理費、適正な調理員の配置等

による人件費の節約などの経費の節減が図られ、保育所の効率的な運営が図れる

とともに子育て支援施策の充実が図れる。 
②衛生面、安全面で設備の整った調理施設で一括調理することや食材の一元購入

による経費節減を図り、その財源を保育サービスの向上や子育て支援の充実に活

用できる。また、地産地消による地元食材を購入することにより、産業振興に寄

与する。 
  ③保育所での食育事業として、地域の住民の方々との交流を図りながら、園庭や

農園での野菜づくり、手作りおやつの食材購入など、乳幼児が身近な食材により、

食に関心を持つとともに適正な食事のマナーを身に付け、食を通して感動する心

を育て、健全な食習慣の形成が図れる。 
 
８．特定事業の名称 

  ９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙 
 
１．特定事業の名称 
   ９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 
２．当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
   岬町内の公立保育所（３ケ所） 
    岬町立淡輪保育所、岬町立多奈川保育所、岬町立深日保育所 
 
３．当該規制の特例措置の適用の開始の日 
   構造改革特別区域計画の認定を受けた日 
 
４．特定事業の内容 
   公立保育所の０歳児から５歳児に対する給食について、子育て支援センターで調理

して搬入する外部搬入方式を実施する。必要に応じて各保育所に調理員を配置し、年

齢に応じた給食提供（離乳食等）、食物アレルギー児童に対応した除去食及び代替食の

提供、体調不良児への柔軟な対応をする。 
園児用の食器等は消毒し、洗浄保管する。 

 
５．当該規制の特例措置の内容 
（１）公立保育所における給食の外部搬入の実施にあたっては、「構造改革特別区域におけ

る『公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業』について（平成２０年４月

１日付雇児発０４０１００２号）」における留意事項を順守する。 
   各保育所の調理室の面積及び主な設備は以下のとおりである。なお、各保育所には、

保存設備として冷蔵庫及び冷凍庫が備え付けてあり、冷蔵・冷凍は可能である。必要

に応じて各保育所に調理員１名程度を配置するとともに、体調不良児については、給

食の量や食材の大きさ、柔らかさなど、保育所の調理室又は配膳室で児童の体調に合

わせた給食を調理し提供する。 
 
（公立保育所調理室の状況） 

 
（２）外部搬入する給食は、０歳児から実施することとし、年齢等に応じて味付けや大き

さ、固さ、量などを変えて提供する。離乳食については、必要に応じて保育所の調理

 調理室面積

（㎡） 
保存設備 その他 

備 考 
冷凍・冷蔵庫 食器消毒保管機 

淡輪保育所 ３８．４０ ２台 １台  

多奈川保育所 １５．６６ １台 ― 平成 24 年 
4 月 1 日移転 

深日保育所 ２６．３９ ２台 １台 平成 28 年 
4 月 1 日移転 

子育て支援センター ６０．５０ ３台 ４台  



室で調理し提供する。給食の内容は独自の献立とし、外部搬入については、子育て支

援センターで調理し、配送する。 
（３）外部搬入を行う場合の衛生基準については、「保護施設等における調理業務の委託に

ついて（昭和６２年３月９日付社第３８号）」及び「保育所における調理業務の委託に

ついて（平成１０年２月１８日付児発８６号）」を順守する。 
   給食の搬入については、加熱調理後、専用の食缶に入れ、専用の給食運搬車で配送

する。搬入された給食は、保育所調理室で調理員等により配膳し提供する。なお、検

食については、子育て支援センターで配送前に行うとともに、保育所において提供前

に行う。 
 
【給食の配送計画】（平成 28 年 4 月 1 日より） 
 （平日・土曜日） 

 
 

 ①10：35 子育て支援センター     ②10：50 子育て支援センター 
           ↓                  ↓ 
    10：55 淡輪保育所          11：00 深日保育所 
                              ↓ 

11：15 子育て支援センター 
                              ↓ 

11：30 多奈川保育所 
 
【子育て支援センター給食調理室の概要】 
 
名  称：子育て支援センター 
設立年月：昭和４７年４月１日 
構  造：鉄筋コンクリート造２階建 
敷地面積：４，９０８㎡ 
延床面積：１，１１０㎡（調理室６０．５０㎡） 
職  員：      １３人 

      保育士    ２人 
      管理栄養士  １人 
      調理員    ７人 
      運転手    ３人 

調理能力：１日３００食 
調理器具：食器消毒保管庫、冷凍庫、フライヤー、食器洗浄機、冷蔵庫、一槽シンク、

二槽シンク、回転釜、炊飯器、包丁まな板殺菌庫、ガスコンロなど 
 
（保育所児童・職員数） 

（平成 28 年 1 月 4 日現在） 児童数 職員数 
淡輪保育所 １０５人 ２９人 
多奈川保育所 １５人 ９人 
深日保育所 ３３人 １８人 

合 計 １５３人 ５６人 
 

配送車２台 



（４）給食の内容については、毎月１回各保育所の所長、保育士と子育て支援センターの

所長、調理責任者、管理栄養士からなる給食献立作成会議を開催し、前月分の献立の

検証と次月の献立を作成する。また、献立については、管理栄養士が児童の発育・発

達過程に応じた必要栄養素量を確保する。さらに、１月ごとの献立表を保護者に配布

し、献立の周知を図るとともに献立に対する保護者の要望等の把握に努める。また、

アレルギー児童の対応については、対象となる児童の保護者により１月分のすべての

献立確認を行い、提供可能な食材等により提供する。 
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